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第１章 擁壁の標準構造図 

第１節 間知石又は間知ブロック練積み造擁壁 

１ 標準構造図の種類 

本標準構造図は、政令第８条に基づき、背面土の種類が第２種(真砂土、関東ローム、硬質粘土、

その他これらに類するもの)の場合について、背面土の状態(盛土・切土)によって分類し作成してい

ます。 

 

勾配 

 

高さ／背面土 

θ≦65° 65°＜θ≦70° 70°＜θ≦75° 地耐力（kN/㎡） 

２ｍ 

盛土 ○ ○ ○ 
75 

切土 ○ ○ ○ 

３ｍ 

盛土 ○ ○ ○ 
75 

切土 ○ ○ ○ 

４ｍ 

盛土 ○ ○ ― 
100 

切土 ○ ○ ― 

５ｍ 

盛土 ○ ― ― 
125 

切土 ○ ― ― 

５ｍ 

(土羽付) 

盛土 ― ― ― 
125 

切土 ○ ― ― 

 

２ 標準構造図の利用について 

本構造標準図（印刷する場合のページ設定は、Ａ４版タテ方向としてください。）を用いて許可申

請を行う場合、基礎構造の安全性を確かめた構造計算書の添付は不要となりますが、設置条件及び構

造は、市長が安全上支障がないと認める場合を除き、全く同一のものとしなければなりません。また、

本市への許可申請以外の目的をもって無断で複製し、又は使用することはできません。 
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θ≦65°
高さ２ｍ（盛土）

縮尺１/20
単位 ㎜

400

300 3
0
0 ９ 400

８ 400

水抜孔は内径75㎜以

上の塩ビ管、その他

これに類する耐水材

料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち
(厚さ50)

７ 400

θ

６ 400

20
00

５ 400

４ 400

３ 400

２ 400

3
5
0

2
0
0

栗石・砂利または採石
200 400

１ 400
600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

600
条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/20
単位 ㎜

400

300 3
0
0 ９ 400

水抜孔は内径75㎜以

上の塩ビ管、その他

これに類する耐水材

料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち
(厚さ50)

８ 400

７ 400

θ

６ 400

20
00

５ 400

４ 400

３ 400

２ 400

3
5
0

200 400
１ 400

3
5
0

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

2
0
0

2
0
0

条 件600
１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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縮尺１/20
単位 ㎜

400

９ 400

θ

300

3
0
0

８ 400

７ 410

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

６ 415
300以上

５ 42520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 430

３ 440

コンクリート打ち(厚さ50)

２ 445
栗石・砂利または採石

１ 4503
5
0 200 450 600

2
0
0 段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
650 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ２ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/20
単位 ㎜

400

９ 400

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち(厚さ50)

300

3
0
0

８ 400

７ 410

６ 415
300以上

20
00

５ 425

４ 430

３ 440

２ 445

１ 4503
5
0 200 450

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

2
0
0

条 件
650 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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縮尺１/20
単位 ㎜

400

300

3
0
0

2
0
0

８ 400

７ 415

θ 水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

６ 430

５ 44520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 460

300以上

３ 475

コンクリート打ち(厚さ50)
２ 490

栗石・砂利または採石

１ 5053
5
0 200

500 600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
700 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ２ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/20
単位 ㎜

400

300

3
0
0

2
0
0

８ 400

７ 415

θ 水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

６ 430

５ 44520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 460

３ 475

コンクリート打ち(厚さ50)

２ 490

１ 5053
5
0 200

500

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
700 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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縮尺１/30
単位 ㎜

400

13

12 405

400300

3
0
0

10

θ

300以上

５

１
500

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

11 415

10 425

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

９ 435

８ 440

30
00

７ 450

コンクリート打ち(厚さ50)

６ 460

５ 470

４ 480

３ 490栗石・砂利または採石

2
0
0

2
0
0

２ 495

4
5
0

１ 505
200 600

4
0
0

段数（ブロック高さ 300）

裏込めコンクリート厚さ

700

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/30
単位 ㎜

400

13

12 405

400300

3
0
0

10

θ

300以上

５

１
500

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

11 415

10 425

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

９ 435

８ 440

30
00

７ 450

６ 460

５ 470

コンクリート打ち(厚さ50)
４ 480

３ 490

２ 495

4
5
0

１ 505
200

4
0
0

2
0
0

2
0
0

段数（ブロック高さ 300）

裏込めコンクリート厚さ

700

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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単位 ㎜

400

10

300以上

12 405300 3
0
0

θ

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 440

９ 460

８ 480

30
00

７ 500

６ 515
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
５ ５ 535

４ 555

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 575

２ 590

１

200

4
5
0

600 600

2
0
0

2
0
0

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
１ 610

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

800

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
縮尺１/30

高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/30
単位 ㎜

400

10

300以上

12 405300 3
0
0

θ

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 440

９ 460

８ 480

30
00

７ 500

６ 515
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
５ ５ 535

４ 555

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 575

２ 590

１

200

4
5
0

１ 610
600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

2
0
0

2
0
0

800

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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縮尺１/30
単位 ㎜

400

12 400300

3
0
0

2
0
0

2
0
0

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10

θ

10 455

９ 485

８ 515
300以上

30
00

７ 540

６ 570

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける) ５ 600５

４ 630

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 660

２ 685

4
5
0 200 700 600 栗石・砂利または採石

１ 715１

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

950

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°

高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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縮尺１/30
単位 ㎜

400

12 400300

3
0
0

2
0
0

2
0
0

11 425

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 45510

９ 485

８ 515
300以上

30
00

７ 540

６ 570
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける) ５ 600５

４ 630

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 660

２ 685

4
5
0 200 700

１ 715１

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

950

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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θ≦65°
高さ４ｍ（盛土）

縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

17

16

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

15

14

13

12

11

９

10

８

７

５

６

605

585

570

550

535

520

500

485

465

450

435

415

400

15

θ

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

4
0
0
0

10

300以上

コンクリート打ち(厚さ50)

５

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４ 620

650

裏込めコンクリート厚さ

670

655

635

栗石・砂利または採石

800
200

１

200

6
0
0

4
5
0

20
0
20
0

850

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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θ≦65°
高さ４ｍ（切土）

縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

17

16

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

15

14

13

12

11

９

10

８

７

５

６

605

585

570

550

535

520

500

485

465

450

435

415

400

15

10

300以上

θ

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

4
0
0
0

コンクリート打ち(厚さ50)

５

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４ 620

裏込めコンクリート厚さ

670

655

635

200

１

200
650

6
0
0

4
5
0

20
0
20
0

850

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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65°＜θ≦70°
縮尺１/40
単位 ㎜

400

17

16

15

14

13

12

11

９

10

８

７

１

２

３

４

５

６

705

680

655

630

605

580

555

530

505

480

455

430

415

400
300

3
0
0

15 水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。θ

40
00

300以上

10

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

５

コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

780

755

730

2
0
0

6
0
0 200

750 800 栗石・砂利または採石
１

段数(ブロック高さ300)

4
5
0

2
0
0

950

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

高さ４ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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65°＜θ≦70°
縮尺１/40
単位 ㎜

400

17

16

15

14

13

12

11

９

10

８

７

１

２

３

４

５

６

705

680

655

630

605

580

555

530

505

480

455

430

415

400
300

3
0
0

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。θ

15

40
00

300以上

10

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

５

コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

780

755

730

6
0
0 200

750
１

段数(ブロック高さ300)

4
5
0

2
0
0

2
0
0

950

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

高さ４ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

40521

20 42520

19

18

445

17

16

15

14

13

12

11

９

10 640

620

600

575

555

535

510

490

470

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

15

50
00

10

300以上 栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

８

７

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

775

750

730

710

685

665

５
コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

840

815

795

7
5
0 200

１

200

栗石・砂利または採石

800 1000

5
0
0

2
0
0
2
0
0

1000

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ５ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
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400

300

3
0
0

40521

20 42520

19

18

445

17

16

15

14

13

12

11

９

10 640

620

600

575

555

535

510

490

470

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

15

50
00

10

300以上 栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

８

７

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

775

750

730

710

685

665

コンクリート打ち(厚さ50)

５

裏込めコンクリート厚さ

840

815

795

7
5
0 200

１

200
800

5
0
0

20
0
20
0

1000

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65° 縮尺１/40
単位 ㎜

高さ５ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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Ｈ≦3.0ｍのとき ａ=100

400 ａ
Ｈ＞3.0ｍのとき ａ=200

45°以下

Ｈ

3
0
0

ａ=100 ａ=200

20

15

10

300以上

５

800 ａ

20
0
20
0

300 50521

525

605

62520

19

18

545

840740

820

９

10

720

800

11

700

775

12

675

755

13

655

735

14

635

710

15

610

690

16

590

670

645

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

17

570

θ

50
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

875

950850

930830

910

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

810

885

７

785

865

コンクリート打ち(厚さ50)

８

765

1040

裏込めコンクリート厚さ

940

1015915

995895

975

7
5
0 200

１

200

5
0
0

1000 ａ

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65° 縮尺１/40
単位 ㎜

高さ５ｍ 土羽付（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
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第２節 鉄筋コンクリート造擁壁 

１ 標準構造図の種類 

本標準構造図は、「宅地造成技術基準～設計編～第３章第２節 鉄筋コンクリート造擁壁構造基準」

に基づき、(1)と(2)の組合せによって分類し作成しています。 

(1) 背面土の土質（ア又はイ） 

ア 背面自然土が地山の関東ロームで、裏込め土を関東ロームとする場合（φ＝20°、C＝０kN/

㎡） 

イ 背面自然土が地山の砂質土で、裏込め土を砂質土とする場合（φ＝30°、C＝０kN/㎡）） 

(2) 基礎地盤の土質（ア又はイ） 

ア 地耐力の下限値（50kN/㎡以上から 200kN/㎡以上）と、地山の関東ローム（φ＝20°、C＝20kN/

㎡）の組合せ 

イ 地耐力の下限値（75kN/㎡以上から 200kN/㎡以上）と、地山の砂質土（φ＝30°、C＝０kN/

㎡）の組合せ 

 

型式 

 

高さ／背面土 

Ｌ型擁壁 
逆Ｌ型擁壁 

つま先あり つま先なし 

１ｍ 関東ローム １Ａ Ｌ1.0 逆Ｌ１ 

1.5ｍ 関東ローム ― Ｌ1.5※ ― 

２ｍ 
関東ローム ２Ａ Ｌ2.0※ 

逆Ｌ２ 
砂質土 ２Ｃ ― 

2.5ｍ 関東ローム ― Ｌ2.5※ ― 

３ｍ 
関東ローム ３Ａ，３Ｂ Ｌ3.0※ 

逆Ｌ３ 
砂質土 ３Ｃ ― 

４ｍ 
関東ローム ４Ａ，４Ｂ 

― ― 
砂質土 ４Ｃ 

５ｍ 
関東ローム ５Ａ 

― ― 
砂質土 ５Ｃ 

  ※ 擁壁縦壁背面にテーパーを付けているものと付けていないものがあります。 

２ 標準構造図の利用について 

本構造標準図（印刷する場合のページ設定は、Ａ４版タテ方向としてください。）を用いて許可申

請を行う場合、擁壁の安全性を確かめた構造計算書の添付は不要となりますが、設置条件及び構造は、

市長が安全上支障がないと認める場合を除き、全く同一のものとしなければなりません。 

 

３ 標準構造図の構造計算書の閲覧 

本標準構造図の構造計算書は、よこはま建築情報センター（市庁舎２階）及び市民情報センター（市

庁舎３階）にて閲覧の用に供しています。 
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196 

縮尺１/30

Ｌ型擁壁高さ1.0ｍ 単位 ㎜

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

150 コンクリート打ち(厚さ50)

150

30
0

60

1
0
0
0

300

Ｄ13＠300
250 150 700

Ｄ13＠300

3
5
0 6
0

2
0
0 5

01
5
0

1
5
0

Ｄ13＠300

1100

捨てコンクリート打ち 前壁配筋図

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力50 kN/㎡以上
２．背面土質

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

底版配筋図

１ Ａ

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 50kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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 ２Ａ

単位 ㎜
縮尺１/40

Ｌ型擁壁高さ２ｍ

前 面 背 面前 面 背 面
200300

30
0

Ｄ13＠300

栗石・砂利または砕石

Ｄ13＠30040

300

2
0
0
0

（裏面全面に設ける）

コンクリート打ち(厚さ50)

250

60

Ｄ13＠300

1300

1
6
0
0

2
0
0

250250

Ｄ13＠300

4
0
0

2
5
0

2
0
0 5
02
0
0

1800

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図捨てコンクリート打ち

1200

Ｄ13＠300 Ｄ13＠300

上
面

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

1200

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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 ３Ａ

Ｌ型擁壁高さ３ｍ 単位 ㎜
縮尺１/50

前 面 背 面200400
30
0

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ16＠300Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

300

40

3
0
0
0

60

2
5
0

3
5
0

350250 2500

2
3
5
0

350

Ｄ16＠300

5
0
0

2
0
0

5
02
0
06
0

3100

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

2100

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面 Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

2100

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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 ３Ｂ

Ｌ型擁壁高さ３ｍ
縮尺１/50
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面200400
30
0

300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

2000

350
コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

Ｄ16＠300Ｄ13＠300

40

3
0
0
0

60

2
5
0

3
5
0

350250

2
3
5
0

5
0
0

2
0
0

5
02
0
0

Ｄ16＠300

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

2600 前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1750

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

1750

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 底版配筋図 
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 ４Ａ

Ｌ型擁壁高さ４ｍ
縮尺１/60
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
250500

30
0

Ｄ19＠300栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300
40

Ｄ13＠300

4
0
0
0

500

60

2750

4
005
00

500250

3
10
0

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

Ｄ19＠300

6
50

2
0
0 5
02

5
0

6
0

6
0

Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3500

2350

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

2350

Ｄ13＠300

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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４Ｂ

Ｌ型擁壁高さ４ｍ 縮尺１/60
単位 ㎜

前 面 背 面
250500

30
0

栗石・砂利または砕石 Ｄ19＠300

（裏面全面に設ける）
40

300

40
00 60 Ｄ13＠300

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

500

4
005
00

500250

2550

3
10
0

6
50

Ｄ19＠300

6
0

6
0

2
00

2
50

5
0

捨てコンクリート打ち

3300 Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

2200

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

2200

Ｄ13＠300

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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縮尺１/60
単位 ㎜

Ｌ型擁壁高さ５ｍ

前 面 背 面
300550

6
00

30
0

Ｄ22＠300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300

50
00

40 Ｄ16＠300

60

5
00

600250
600

3450

コンクリート打ち(厚さ50) 3
90
0

60

Ｄ13＠300

Ｄ22＠300

Ｄ13＠300

8
00

6
0

2
00

5
03
00

4300

Ｄ16＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

2900

Ｄ25＠300 Ｄ22＠300

上
面

Ｄ16＠300

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ
管その他これに類する耐水材料
を用いたもので３㎡当り１ヶ所
以上設けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

2900

下
面

Ｄ16＠300

底版配筋図

５Ａ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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縮尺１/40Ｌ型擁壁高さ２ｍ
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
200300

30
0

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500
40

栗石・砂利または砕石

300

2
0
0
0

（裏面全面に設ける）250250
60

1100

1
6
0
0250

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500

2
0
0

2
5
0

4
0
0

2
0
0

5
0

2
0
0

6
0

6
0

1600

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1100

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500

上
面

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠500

1100

底版配筋図

２Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 底版配筋図 
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縮尺１/50Ｌ型擁壁高さ３ｍ
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面200400

30
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

Ｄ13＠300

300

3
0
0
0

40

60

2
5
0

3
5
0

350250 1900

350

2
3
5
0コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

5
0
0

2
0
0

5
02
0
06
0

2500

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1700

Ｄ13＠300 Ｄ13＠300

上
面

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

1700

底版配筋図

３Ｃ

196 

縦壁配筋図 縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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縮尺１/60
Ｌ型擁壁高さ４ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
250450

30
0

Ｄ16＠300
栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

Ｄ13＠300

300

4
0
0
0 Ｄ13＠300

40

450

60

3
5
0

4
5
0

450250
2100

3
1
0
0

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ16＠300

6
0
0

2
0
0

5
0

2
5
06
0

2800

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図

捨てコンクリート打ち

1900

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面 条 件

１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

1900

底版配筋図

４Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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背 面前 面

300500

3
85
0

30
0

5
50

Ｄ19＠300

栗石・砂利または砕石
（裏面全面に設ける）

300

50
00

Ｄ13＠30040

60

4
50

550250 550

2500

Ｄ13＠300

コンクリート打ち（厚さ50）

Ｄ19＠300

60

7
50

2
00

3
006
0

5
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3300

前壁配筋図

2200

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

下
面

2200

Ｄ16＠300

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ５ｍ 縮尺１/60
単位 ㎜

５Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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60

2 0
0

50

150

150

15
0

150

1,200

15
035

0
1,
00
0

縦壁配筋図

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ 1.0ｍ Ｌ1.0

縮尺 1/30

単位　mm

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

15
0

 透水マット又は砕石等

30
0

60

300

 D13@250

 止水コンクリート(50mm厚)

設計条件 

１．地耐力 65 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 
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3 5
0

1,
50
0

25
0

250

1,600

200

20
0

20
0

50

25
0

250

60
60

60 60

縦壁配筋図

底版 筋図

前面　　背面

下
面
　
　
上
面

 D13@250 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

Ｌ型擁壁高さ 1.5ｍ Ｌ1.5

縮尺 1/30

単位　mm

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

 透水マット又は砕石等

30
0

300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 85 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 
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25
035
0

2,
00
0

250

2,0002,000

200

25
0

250

20
0

20
0

50

1,
65
0

1,450

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

下
面
　
　
上
面

前面　　背面

底版配筋図

縦壁配筋図

Ｌ型擁壁高さ 2.0ｍ Ｌ2.0

縮尺 1/40

単位　mm

60

60 60

 D13@250

 D13@250

30
0

60

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

 透水マット又は砕石等

300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 100 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 
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60

前面　背面

下
面
　
上
面

300

3,000

30
0

40
0

2,
50
0

200

30
0

20
0
20
0

50

60
60

60

2,
05
0

2,150

 D13@250

 D13@250

 D13@250 D13@250

縦壁配筋図

 D13@250

底版配筋図

 D13@250

縮尺 1/50

単位　mm

Ｌ型擁壁高さ 2.5ｍ Ｌ2.5

 D13@250 D16@250

 D13@250

 D13@250

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

 透水マット又は砕石等

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

300

30
0

300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 100 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上
７．表面載荷重 10kN/㎡ 
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60
20
0
20
0

50

35
0

45
0

3,
0 0
0

2,350

2,
45
0

 D13@250

 D13@250

 D13@250 D13@250

 D16@250

 D16@250

 D16@250

 D19@250

60

60
60

縮尺 1/50

単位　mm

350

3,300

下
面
　
上
面

前面　背面

縦壁配筋図

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ 3.0ｍ Ｌ3.0

200

30
0

 D13@250

 D13@250

※

※

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

35
0

 止水コンクリート(50mm厚)

350

 透水マット又は砕石等
300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 120 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2 以上
７．表面載荷重 10kN/㎡ 
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縮尺１/30

逆Ｌ型擁壁高さ１ｍ 単位 ㎜

150

30
0

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300

Ｄ13＠300

60

1
0
0
0

150

150

750 コンクリート打ち

(厚さ50)

1
5
0

2
0
0 5
01
5
0

Ｄ13＠300

3
5
0

1200

6
0

Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

前壁配筋図

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力50 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

底版配筋図

逆 Ｌ １

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

底版配筋図 

 条  件 
１．地耐力 50kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
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縮尺１/40
逆Ｌ型擁壁高さ２ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面250

350

100

30
0

栗石・砂利または砕石

20
00

コンクリート打ち(厚さ50)

（裏面全面に設ける）
Ｄ13＠200

40
60

1650 300

Ｄ13＠200

6
0

2
503
50

6
50

2
00

2
50

6
0

5
0

捨てコンクリート打ち

2300
Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

1600

Ｄ13＠200

上
面

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠200

底版配筋図

逆 Ｌ ２

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜孔は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 
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縮尺１/50
逆Ｌ型擁壁高さ３ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面250

40

100

30
0

Ｄ13＠250栗石・砂利または砕石

Ｄ16＠250

（裏面全面に設ける）

60

30
00

3150 300

コンクリート打ち(厚さ50)

350
Ｄ16＠250

2
45
0

2
503
506
50

2
0
0 5

02
5
0

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3800

前壁配筋図

2550

Ｄ13＠250
条 件

１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の
塩ビ管その他これに類する
耐水材料を用いたもので３
㎡当り１ヶ所以上設けるこ
と。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮
強度 21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

上
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ16＠250

2550

Ｄ16＠250

底版配筋図

逆 Ｌ ３

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜孔は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 底版配筋図 
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第２章 鉄筋コンクリート造擁壁の構造計算例 

 

この構造計算例は、「宅地造成技術基準～設計編～第３章第２節 鉄筋コンクリート造擁壁構造基

準」に従い標準構造図の３Ａタイプの構造計算を行った一例です。 

 

１ 設計条件 

(1) 擁壁の型式及び高さ 

型 式：Ｌ型擁壁（３Ａ） 

全高さ：Ｈ＝3.50ｍ 

(2) 表面載荷重 

ｑ＝10kN/㎡ 

(3) 背面土 

土質の種類         ：関東ローム 

土の単位体積重量      ：γs＝16kN/ｍ３ 

内部摩擦角         ：φ＝20° 

粘着力           ：Ｃ＝０kN/㎡ 

壁背面と土との摩擦角    ：δ＝２φ／３＝13° 

壁背面と鉛直面とのなす角  ：θ ＝０° 

地表面と水平面とのなす角  ：α ＝０° 

(4) 土圧 

クーロンの土圧式による。 

(5) 支持地盤 

土質の種類         ：関東ローム（地山） 

内部摩擦角         ：φ＝20° 

粘着力           ：Ｃ＝20kN/㎡ 

許容地耐力         ：100kN/㎡ 

底面の摩擦係数       ：μ＝tan20°＝0.364 

(6) 材料の許容応力度（常時） 

コンクリートの設計基準強度 ：σ２８＝21N/㎜２ 

コンクリートの圧縮応力度  ：σｃａ＝7N/㎜２ 

コンクリートのせん断応力度 ：τａ＝0.７N/㎜２ 

鉄筋（ＳＤ295）の引張応力度 ：σｓａ＝196N/㎜２ 

(7) 単位重量 

鉄筋コンクリート      ：γｃ＝24kN/ｍ３
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２ 擁壁断面の形状及び寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 荷重及びモーメント(以下単位幅(１ｍ)当たりで計算を行う) 

(1) 土圧 

○主働土圧係数（ＫＡ） 

 

 

 

                                 

 

 

○主働土圧（ＰＡ） 

ＰＡ＝表面載荷重による土圧（ＰＡ１）＋背面土による土圧（ＰＡ２） 

ＰＡ１＝ ＫＡ・ｑ・Ｈ＝0.439×10×3.5＝15.365 kN 

ＰＡ２＝ 
１ 

・ＫＡ・γ・Ｈ２＝ 
１ 

×0.439×16×3.5２＝43.022 kN 
２ ２ 

ＰＡ＝15.365＋43.022＝58.387 kN 

 

○表面載荷重及び背面土による土圧の水平分力 

ＰＡｌＨ＝ＰＡｌ・cos(θ＋δ)＝15.365×0.974＝14.966 kN 

ＰＡ２Ｈ＝ＰＡ２・cos(θ＋δ)＝43.022×0.974＝41.903 kN

ＫＡ＝ 
cos２(φ－θ) 

cos２θcos(θ＋δ) １＋ 
sin(φ＋δ)sin(φ－α) ２ 

 cos(θ＋δ)cos(θ－α)  

＝ 
cos２(20°－０°) 

cos２０°cos(０°＋13°) １＋ 
sin(20°＋13°)sin(20°－0°) ２ 

 cos(0°＋13°)cos(0°－0°)  

＝ 0.439 

１

２３

４

200

3
00
0

９
11

６

10

５

８

3
505
0
0

７
12

2
5
0

2
00

250

350 2500

3100

Ａ
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(2) 各荷重の作用位置及びモーメント 

区  分     重   量(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

鉛直力 

(安定モーメント) 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

ｑ 

0.2×3.15×24 

0.5×0.15×3.15×24 

0.5×0.25×0.1×24 

0.25×0.25×24 

0.35×0.35×24 

0.5×2.5×0.15×24 

2.5×0.2×24 

0.5×0.35×0.35×24 

0.35×2.8×16 

0.5×0.35×0.35×16 

2.15×3.15×16 

0.5×2.15×0.15×16 

10×2.5 

15.12 

5.67 

0.3 

1.5 

2.94 

4.5 

12.0 

1.47 

15.68 

0.98 

108.36 

2.58 

25.0 

0.5 

0.35 

0.167 

0.125 

0.425 

1.433 

1.85 

0.717 

0.775 

0.833 

2.025 

2.383 

1.85 

7.56 

1.985 

0.05 

0.188 

1.25 

6.449 

22.2 

1.054 

12.152 

0.816 

219.429 

6.148 

46.25 

 計 ΣＶ＝196.1 ΣＭｒ＝325.531 

水平力 

(転倒モーメント) 

ＰＡ１Ｈ 

ＰＡ２Ｈ 

 14.966 

41.903 

1.75 

1.167 

26.191 

48.901 

計 ΣＰＡＨ＝ 56.869 ΣＭＯ＝ 75.092 

ΣＭ 合計 250.439 

 

４ 安定に対する検討 

(1) 転倒に対する検討 

Ａ点より合力作用位置までの距離（ｄ） 

ｄ＝ 
ΣＭr－ΣＭo 

＝ 
ΣＭ 

＝ 
250.439 

＝1.277ｍ 
ΣＶ ΣＶ 196.1 

偏心距離（ｅ） 

ｅ＝ 
Ｂ 

－ｄ＝ 
3.1 

－1.277＝0.273 ＜ 
Ｂ 

＝0.517 Ｏ．Ｋ． 
２ ２ ６ 

安全率（Ｆ） 

Ｆ＝ 
Ｍｒ 

＝ 
325.531 

＝4.33 ＞ 1.5 Ｏ．Ｋ． 
Ｍｏ 75.092 

(2) 滑動に対する検討 

滑動抵抗力（ＲＨ） 

ＲＨ＝ＣＡ’＋ΣＶtanφ 

Ａ'＝Ｂ－２ｅ＝3.1－２×0.273＝2.554 

ＲＨ＝20×2.554＋196.1×0.364＝122.46 

安全率（Ｆ） 

Ｆ＝ 
ＲＨ 

＝ 
122.46 

＝2.15 ＞ 1.5 Ｏ．Ｋ． 
ΣＰＡＨ 56.869 
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(3) 地盤反力に対する検討 

地盤反力（σ） 

ｑ１ 
＝ 

ΣＶ 
１± 

６ｅ 
＝ 

196.1 
１± 

６×0.273 

ｑ２ Ｂ Ｂ 3.1 3.1 

 ＝ 96.683 kN/㎡ （ｑmax）     ＜100 kN/㎡       Ｏ．Ｋ． 

29.834 kN/㎡ （ｑmin） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 部材応力度の検討 

(1) 縦壁の検討 

ア ①一①’断面の検討 

○土圧 

Ｐ１Ｈ＝ (ＫＡ･ｑ･ｈ＋ 
１ 

ＫＡ･γ･ｈ２)･cos(θ＋δ) 
２ 

＝ (0.439×10×3.15＋ 
１ 

×0.439×16×3.152)×0.974 
２ 

＝ (13.8＋34.9)×0.974＝47.41 kN 

○曲げモーメント 

Ｍ１＝ ＫＡ･ｑ･ｈ･cos(θ＋δ) 
ｈ 

＋ 
１ 

･ＫＡ･γ･ｈ２･cos(θ＋δ)･ 
ｈ 

２ ２ ３ 

＝ 13.8×0.974× 
3.15 

＋34.9×0.974× 
3.15 

２ ３ 

 ＝56.86 kN･ｍ  

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠150＝1324 ㎜２ 

ｄ＝ 壁厚－かぶり厚－鉄筋径/2＝350－60－16/2＝282 ㎜ 

ｐ＝ 
Ａｓ 

＝ 
1324 

＝0.0047 
ｂｄ 1000×282 

ｋ＝  ２ｐｎ＋(ｐｎ)２ －ｐｎ ｎ＝ 
Ｅｓ 

＝15 
Ｅｃ 

＝  ２×0.0047×15＋(0.0047×15)２  －0.0047×15＝0.312 

ｊ＝ １－ 
ｋ 

＝１－ 
0.312 

＝0.896 
３ ３ 

ΣＶ＝196.1

ｅ＝0.273m

Ｂ/２＝1.55m

ｑ
２
= 29.834 kN

ｑ
１
= 96.683 kN

②1.
15

②’

3.
15

① ①’



第５編 資料集 

 - 128 - 

σｓ＝ 
Ｍ 

＝ 
56.86×10６ 

＝169.96 N/㎜２ 
Ａｓ･ｊ･ｄ 1324×0.896×282 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２Ｍ 

＝ 
２×56.86×10６ 

＝5.12 N/㎜２ 
ｋ･ｊ･ｂ･ｄ２ 0.312×0.896×1000×282２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
Ｓ 

＝ 
47.41×10３ 

＝0.19 N/㎜２ 
ｂ･ｊ･ｄ 1000×0.896×282 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

 

イ ②－②’断面の検討（擁壁全高さの約２／３の位置） 

○土圧 

Ｐ２Ｈ＝ (0.439×10×1.15＋ 
１ 

×0.439×16×1.152)×0.974 
２ 

＝ (5.049＋4.645)×0.974＝9.442 kN 

○曲げモーメント 

Ｍ２＝ 5.049×0.974× 
1.15 

＋4.645×0.974× 
1.15 

＝4.562 kN･ｍ 
２ ３ 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠300＝662 ㎜２    ｄ＝186 ㎜ 

ｐ＝ 
662 

＝0.0036 
1000×186 

ｋ＝ ２×0.0036×15＋(0.0036×15)２ －0.0036×15＝0.279 

ｊ＝ １－ 
0.279 

＝0.907 
３ 

σｓ＝ 
4.562×10６ 

＝40.84 N/㎜２ 
662×0.907×186 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×4.562×10６ 

＝1.042 N/㎜２ 
0.279×0.907×1000×186２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
9.422×10３ 

＝0.056 N/㎜２ 
1000×0.907×186 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 
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(2) 底版の検討 

ア ③一③’断面の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分     荷   重(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

自  重 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

10×2.5 

2.15×3.15×16 

0.5×2.15×0.15×16 

0.35×2.8×16 

0.5×0.35×0.35×16 

0.5×0.35×0.35×24 

0.5×2.5×0.15×24 

2.5×0.2×24 

25 

108.36 

2.58 

15.68 

0.98 

1.47 

4.5 

12 

1.25 

1.425 

1.783 

0.175 

0.233 

0.117 

0.833 

1.25 

31.25 

154.413 

4.6 

2.744 

0.228 

0.172 

3.749 

15 

 合計 ΣＶ＝170.57 ΣＭｖ＝212.156 

反  力 

９ 

10 

2.5×29.834 

0.5×2.5×53.91 

74.585 

67.388 

1.25 

0.833 

93.231 

56.134 

合計 ΣＱ＝ 141.97 ΣＭｑ＝149.365 

 

Ｓ ＝ΣＶ－ΣＱ＝170.57－141.97＝28.6 kN 

Ｍ ＝ΣＭｖ－ΣＭｑ＝212.156－149.365＝62.79 kN･ｍ 

 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠150＝1324 ㎜２    ｄ＝282 ㎜ 

ｐ＝ 
1324 

＝0.0047 
1000×282 

ｋ＝ ２×0.0047×15＋(0.0047×15)２  －0.0047×15＝0.312 

ｊ＝ １－ 
0.312 

＝0.896 
３ 

σｓ＝ 
62.79×10６ 

＝187.69 N/㎜２ 
1324×0.896×282 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

１

④

２
４

③ ５

６
３

③’

７

④’

８

29.8329.83

66.85
53.91

600

９

10

1500 1000
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○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×62.79×10６ 

＝5.649 N/㎜２ 
0.312×0.896×1000×282２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
28.6×10３ 

＝0.11 N/㎜２ 
1000×0.896×282 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

 

イ ④一④’断面の検討（底版前端より底版幅の約２／３の位置） 

区  分     荷   重(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

自  重 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

1×10 

1×3.24×16 

0.5×1×0.06×16 

0.5×1×0.06×24 

1×0.2×24 

10 

51.84 

0.48 

0.72 

4.8 

0.5 

0.5 

0.667 

0.333 

0.5 

5 

25.92 

0.32 

0.24 

2.4 

 合計 ΣＶ＝67.84 ΣＭｖ＝33.88 

反  力 

６ 

７ 

1.0×29.834 

0.5×1.0×21.56 

29.83 

10.78 

0.5 

0.333 

14.915 

3.59 

合計 ΣＱ＝ 40.61 ΣＭｑ＝18.505 

 

Ｓ ＝ΣＶ－ΣＱ＝67.84－40.61＝27.23 kN 

Ｍ ＝ΣＭｖ－ΣＭｑ＝33.88－18.51＝15.37 kN･ｍ 

 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠300＝662 ㎜２    ｄ＝192 ㎜ 

ｐ＝ 
662 

＝0.0034 
1000×192 

ｋ＝  ２×0.0034×15＋(0.0034×15)２  －0.0034×15＝0.272 

ｊ＝ １－ 
0.272 

＝0.909 
３ 

σｓ＝ 
15.37×10６ 

＝133.03 N/㎜２ 
662×0.909×192 

＜σｓａ＝196 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×15.37×10６ 

＝3.373 N/㎜２ 
0.272×0.909×1000×192２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２       Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
27.23×10３ 

＝0.156 N/㎜２ 
1000×0.909×192 

＜τａ＝0.7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ 

１

２

３
④

４

５
④’

７21.56

29.83６

1,000
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第３章 横浜市宅地造成等規制法施行細則 

 

制  定  昭和 37 年７月 31日 規則第 56 号 

最近改正  令和３年９月 30日  規則第 60号 

 

(趣旨) 

第１条 宅地造成等規制法(昭和 36 年法律第 191 号。以下「法」という。)の施行については、法、宅

地造成等規制法施行令(昭和 37年政令第 16号。以下「政令」という。)及び宅地造成等規制法施行規

則(昭和 37 年建設省令第３号。以下「省令」という。)に定めるもののほか、この規則の定めるとこ

ろによる。 

(身分証明書の様式) 

第２条 法第６条第１項(法第 18条第２項(法第 23条において準用する場合を含む。)及び法第 20条第

３項において準用する場合を含む。)及び第２項（法第 20 条第３項において準用する場合を含む。）

に規定する身分証明書の様式は、第１号様式 による。 

第３条及び第４条 削除 

(許可工事廃止の届出) 

第５条 法第８条第１項本文の規定による許可を受けた工事(以下「許可工事」という。)の造成主は、

当該工事を廃止しようとするときは、第４号様式による廃止届を市長に提出しなければならない。 

(不許可通知書の様式) 

第６条 法第 10 条第２項の規定による不許可の通知は、第５号様式による不許可通知書によって行な

う。 

(協議の申出) 

第７条 法第 11 条の規定により市長と協議を行おうとする者は、第６号様式による協議申出書の正本

及び副本に、省令第４条に規定する図面を添えて、市長に申し出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申出を受けた場合においては、遅滞なく当該協議に応じ、適当と認めた

ときは、前項の協議申出書の副本の同意通知欄に所要の記載をしたものによって通知する。 

(工事の着手届) 

第８条 許可工事の造成主は、当該工事に着手しようとするときは、工事の現場管理者を定め、第６号

様式の２による着手届によりその旨を市長に届け出なければならない。 

(工事現場における許可の表示) 

第９条 許可工事の工事施行者は、当該工事現場の見やすい場所に、当該工事が法の規定による許可を

受けたものであることを、第７号様式による標識によって表示しなければならない。 

２ 前項の規定は、法第 15条第１項又は第２項の規定する工事について準用する。 

３ 許可工事の工事施行者は、第１項の標識に記載した事項を変更した場合は、速やかにその標識を訂

正しなければならない。 

(工程報告等) 

第９条の２ 市長は、許可工事について、必要があると認めるときは、次の表の左欄に掲げる工事区分

に応じ、当該右欄の工程の全部又は一部を指定し、工事施行者に対して、あらかじめその指定した工

程に達する旨を届け出させることができる。 

http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2020923001.html#y1#y1
http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2020923001.html#y3#y3
http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2020923001.html#y4#y4
http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2020923001.html#y5#y5
http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2020923001.html#y7#y7
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工事区分 工程 

１ 擁壁工事 

(高さ３メートル以

下の擁壁の工事を

除く。) 

(1) 根切を完了したとき。 

(2) 基礎配筋を完了したとき。 

(3) 壁配筋を完了したとき。 

(4) 練積み造擁壁を、その前面地盤の高さまで築造したとき。 

(5) 練積み造擁壁を、下端から 3分の 1の高さまで築造したとき。 

(6) その他市長が必要と認める工程 

２ 盛土工事 (1) 多孔管を敷設したとき。 

(2) 軟弱な地盤改良等の工事を行ったとき。 

(3) 急傾斜面の段切を行ったとき。 

(4) その他市長が必要と認める工程 

３ 排水施設工事 (1) 主要な暗渠を敷設したとき。 

(2) 軟弱な地盤における排水施設の基礎の工事を行ったとき。 

(3) その他市長が必要と認める工程 

２ 前項の規定による届出があったときは、市長は、当該工事について検査を行うことができる。 

３ 工事施行者は、第 1項の規定により指定された工程に達したときは、その都度、工事部分の位置及

び施行状況を撮影年月日が明示できる方法で撮影し、資料として整備しておかなければならない。 

(工事の一部完了検査) 

第 10 条 許可工事の造成主は、当該工事の一部が完了した場合には、当該完了部分について、その範

囲を明示した図面を添えて、第８号様式による一部完了検査申請書により市長に工事の一部完了検査

を申請することができる。 

２ 市長は、前項の規定により検査の申請を受けた場合において、当該工事が、次の各号に掲げる事由

に該当すると認めたときは、その申請に係る工事について検査をすることができる。 

(1) 当該工事に係る宅地が分割のできるものであり、そのおのおのが独立して宅地の用に供しうるも

のであること。 

(2) 分割によって他の宅地の災害防止の支障とならないこと。 

３ 市長は、前項の規定により検査を行った場合において、当該工事が法第９条第１項の規定に適合し

ていると認めたときは、第９号様式による一部完了検査済証を造成主に交付する。 

４ 前項の規定により一部完了検査済証の交付を受けた造成主は、その検査現場の見やすい場所に、そ

の旨を第 10 号様式による標識によって表示しなければならない。 

(変更の許可申請書の様式等) 

第 11 条 省令第 25 条に規定する申請書は、第 11 号様式による変更許可申請書とする。 

２ 法第 12条第３項において準用する法第 10条第 2項の規定による許可工事の計画の変更の許可の通

知は、前項の変更許可申請書の副本の変更許可通知欄に所要の記載をしたものによって行う。 

(変更の不許可の通知の様式) 

第 12 条 法第 12 条第３項において準用する法第 10 条第２項の規定による許可工事の計画の変更の不

許可の通知は、第 12 号様式による変更不許可通知書によって行う。 

(軽微な変更の届出の様式) 
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第 13 条 法第 12 条第２項に規定する届出は、第 13 号様式による変更届出書により行わなければなら

ない。 

(変更の協議の申出) 

第 14 条 法第 12 条第３項において準用する法第 11 条の規定により市長と変更の協議を行おうとする

者は、第 14 号様式による変更協議申出書の正本及び副本に、省令第４条に規定する図面を添えて、

市長に申し出るものとする。 

２ 第７条第２項の規定は、前項の規定による申出を受けた場合について準用する。 

(公告の方法) 

第 15 条 法第 14 条第５項(法第 17 条第３項及び法第 22 条第３項において準用する場合を含む。)の規

定による公告は、横浜市報に登載して行う。ただし、緊急の必要により横浜市報に登載して行うこと

ができないときは、市役所及び市所属公署の掲示場に掲示して行うことができる。 

２ 前項の規定による公告には、次に掲げる事項を掲載する。 

(1) 市長またはその命じた者もしくは委任した者の住所及び氏名 

(2) 措置を行なう日及び場所 

(3) 措置の内容 

(4) 措置に要する経費(概算) 

(5) 前各号のほか必要な事項 

(届出工事廃止の届出) 

第 16 条 第５条の規定は、法第 15 条第１項又は第２項の規定により届出をした者が当該届出に係る工

事を廃止しようとする場合について準用する。 

(排水施設の位置) 

第 17 条 政令第 13 条の規定に基づき設置すべき排水施設の位置は、原則として、次の各号に掲げると

ころによる。 

(1) 切土又は盛土をした土地の部分に生ずることとなる崖(擁壁で覆われた崖含む。)の下端の部分 

(2) 道路となるべき土地の側辺の部分 

(3) 切土をした土地の部分で、湧水または湧水のおそれのある場所 

(4) 盛土をすることとなる土地で、雨水その他の地表水の集中する部分及び湧水のある部分 

(5) 前各号のほか、雨水その他の地表水をすみやかに排除する必要ある土地の部分 

(排水施設の構造) 

第 18 条 前条の排水施設の構造は、同条各号に掲げる排水施設の位置に応じ、その排除すべき雨水そ

の他の地表水を支障なく流下させることができるものとし、政令第 13 条各号に定めるもののほか、

次の技術上の基準によらなければならない。 

(1) 排水施設の断面積は、別表に掲げる数値及び算式により算定した最大計画雨水流出量を支障なく

流下させることができるものとすること。 

(2) 排水施設の接合部分は、セメントまたはモルタル等により堅固に接合すること。 

(3) 道路となるべき部分に設置することとなる排水施設は、日本産業規格該当品又はそれと同等以上

の強度を有する材料を使用し、砂利及びコンクリート等により基礎を施すこと。 

(4) 暗渠を道路となるべき部分に埋設する場合においては、その頂部と地盤面との距離は、1.2 メー

トル以上とすること。ただし、市長が特に認めた場合においては、この限りでない。 

(5) 前号ただし書の場合においては、暗渠に損傷を与えることを防止するため必要な措置をとること。 
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(6) 流水の方向又は勾配が著しく変化する箇所には円型又は角型のますを設置するものとし、当該ま

すの内法幅は、45 センチメートル以上とすること。 

 

別表(第 18 条第 1 号) 

Q = １／360・C・I・A  

（備考） 

１ Q及びAは、それぞれ次の数値を表すものとする。  

Q：最大計画雨水流出量（m3/sec） 

   A：排水面積（ha） 

２ C は、流出係数を表すものとし、用途地域等ごとに次表のとおりとする。 

なお、当該用途地域等が混在する場合は、当該用途地域等ごとの面積の加重平均を用いて求め

た係数を流出係数とする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ Ｉは、流達時間内の降雨強度を表すものとし、第１号又は第２号に定めるとおりとする。 

 (1) 自然排水区域（次号に規定するポンプ排水区域以外の自然流下による排水が可能な区域をい

う。） 

 

 (2) ポンプ排水区域（下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第４条第１項の規定により定められた

横浜市公共下水道事業計画で定めるポンプによる強制的な排水を要する区域をいう。）  

   

(3)  前２号のＩ及びｔは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

   Ｉ：流達時間内の降雨強度（mm／hr） 

   ｔ：流達時間（min） 

t= te + Σ［Li／（60・Vi）］ 

 te：流入時間（５分） 

Li：管渠
きょ

延長（m） 

Vi：設計流速（m/sec） 

 

用途地域等 流出係数 

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高

層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、

第二種住居地域又は準住居地域 

0.70 

近隣商業地域又は商業地域 0.80 

準工業地域、工業地域又は工業専用地域 0.60 

市街化調整区域 0.40 

I=880／(t0.65+4.4) 

I=1,452／(t0.70+7.5)     
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第４章 様式等 

 

※ 注意 

１ 様式のサイズは、全てＡ４です。 

２ 申請書並びに許可通知書及び申出書並びに同意通知書（番号１～８）は、複数ページとなって

いますので、両面印刷してください。 

３ アンダーラインのある様式は、坪量 209ｇ/㎡程度、0.24mm 程度の厚みのある紙に印刷して使

用してください。もしくは、同程度の厚みの紙に様式の写しを貼り付けて使用してください。 

番 号 様 式 の 名 称 掲載ページ 

１ 宅地造成に関する工事の許可申請書 137 

２ 宅地造成に関する工事の許可通知書 139 

３ 宅地造成に関する工事の変更許可申請書 141 

４ 宅地造成に関する工事の変更許可通知書 143 

５ 宅地造成に関する工事の協議申出書 145 

６ 宅地造成に関する工事の同意通知書 147 

７ 宅地造成に関する工事の変更協議申出書 149 

８ 宅地造成に関する工事の変更同意通知書 151 

９ 図書目次 153 

10 宅地造成に関する工事の着手届 154 

11 宅地造成に関する工事の完了検査申請書 155 

12 宅地造成に関する工事の一部完了検査申請書 156 

13 宅地造成に関する工事の報告書 157 

14 宅地造成に関する工事の変更届出書 158 

15 宅地造成に関する工事の廃止届 159 

16 宅地造成に関する工事の許可申請の取下届 160 

17 造成工事に関する事前協議願 161 

18 実務従事証明書 162 
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正     宅地造成に関する工事の許可申請書   様式第二 

 
  
 

年 
 

月 
 

日 

※ 
正 

副 

照 

合 

済 

申 請 者 印 

 

宅地造成等規制法第８条第１項本文の規定による許可を申請します。 

      年   月   日 

（申請先） 

 横浜市長 

                申請者 住 所 

                    氏 名             

                    電 話   （   ）     

※ 手 数 料 欄 

 

 

 

 

 

 

１ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

２ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

５ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

６

工

事

の

概

要 

イ 
 

切土又は盛土をする 

土 地 の 面 積 ㎡ 

ロ 切土又は盛土の土量 切 土 ㎥ 盛 土 ㎥ 

ハ 擁 壁 

番   号 構   造 高   さ 延   長 

  ｍ ｍ 

別    紙    の    通    り 

ニ 排 水 施 設  

番   号 種   類 内 法 寸 法 延   長 

  ㎝ ｍ 

別    紙    の    通    り 

ホ 崖面の保護の方法  
 
 

ヘ 
工事中の危害防止の 

た め の 措 置 
 
 

ト そ の 他 の 措 置 
 
 

チ 工事着手予定年月日      年   月   日（許可の日より   日以内） 

リ 工事完了予定年月日      年   月   日（許可の日より  ヶ月以内） 

ヌ 工 程 の 概 要 
 
 

７ そ の 他 必 要 な 事 項 
 

 

※ 決        裁        欄 

    課  員 

 

 

 

    

※許可に当たっ

て付けた条件 

別紙条件の 

通り 
※許可番号欄 

  年  月  日 

第   規     号 

※ 受 付 番 号 
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［注意］ 

１ 本申請に係る宅地造成に関する工事が都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第１項又は

第２項の開発許可を要するものである場合には、開発許可を受けることにより宅地造成等規制法第

８条第１項本文の許可は不要となります。 

２ ※印のある欄は記入しないでください。 

３ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を附し、かつ、

資格を有することを証明するに足る資料を本申請書に添付してください。 

４ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

５ ７欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場

合においてのみ、その許可、認可等の手続きの状況を記入してください。 

 

 

 

 

※ 許  可  番  号  欄 

     年   月   日 

第     規      号 
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副     宅地造成に関する工事の許可通知書    
様式第二

 

※

許

可

通

知

欄

 

   年  月  日に申請のありました宅地造成に関する工事（受付番号第 

規      号）の施行については、次の条件を付けて許可しましたので、 

宅地造成等規制法第 10 条第２項の規定により通知します。 

 

横浜市    指令第  規    号 

     年   月   日      横浜市長              

許 可 条 件 別 紙 の と お り 

１ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

２ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

５ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

６

工

事

の

概

要 

イ 
切土又は盛土をする 
土 地 の 面 積 ㎡ 

ロ 切土又は盛土の土量 切 土 ㎥ 盛 土 ㎥ 

ハ 擁 壁 

番   号 構   造 高   さ 延   長 

  ｍ ｍ 

別    紙    の    通    り 

ニ 排 水 施 設  

番   号 種   類 内法寸法 延   長 

  ㎝ ｍ 

別    紙    の    通    り 

ホ 崖面の保護の方法 
 

 

ヘ 
工事中の危害防止の 

た め の 措 置 

 

 

ト そ の 他 の 措 置 
 

 

チ 工事着手予定年月日      年   月   日（許可の日より   日以内） 

リ 工事完了予定年月日      年   月   日（許可の日より  ヶ月以内） 

ヌ 工 程 の 概 要 
 

 

７ そ の 他 必 要 な 事 項 
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〔注意〕 

１ 本申請に係る宅地造成に関する工事が都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1項又は

第２項の開発許可を要するものである場合には、開発許可を受けることにより宅地造成等規制法第

８条第１項本文の許可は不要となります。 

２ ※印のある欄は記入しないでください。 

３ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を付し、かつ、

資格を有することを証明するに足る資料を本申請書に添付してください。 

４ ３欄は、未定のときは、後で定めてから工事着手前に届け出てください。 

５ ７欄は、宅地造成に関する工事を施工することについて他の法令による許可、認可等を要する場

合においてのみ、その許可、認可等の手続きの状況を記入してください。 

 

宅地造成に関する工事の許可通知書に関する教示について 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、横浜市（代表者 横浜市長）に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、横浜市（代表者 横浜市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ 上記１及び２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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第 11 号様式（第 11 条第１項） 

(正)  宅地造成に関する工事の変更許可申請書 

年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

                 申請者 住 所   

                     氏 名                

                     （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

                     電 話 

宅地造成等規制法第 12 条第１項の規定による許可を申請します。 

１ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

２ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
 

電話  （  ）     

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番  横浜市     区         

５ 宅 地 の 面 積  ㎡ 

６

工

事

の

概

要 

(1) 

 

切土又は盛土をする  

土 地 の 面 積 
㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量  
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  ｍ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  ㎝ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(5) 崖 面 の 保 護 の 方 法 
 

 

(6) 
工 事 中 の 危 害 防 止  

の た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置  
 

 

７ 
宅地造成の元許可年月日 

及 び 許 可 番 号  
年   月   日  第   規      号 

８ そ の 他 必 要 な 事 項  
 

 

※ 受 付 欄 ※ 手数料欄 ※ 決 裁 欄 ※ 許可年月日及び許可番号欄 

     年  月  日 

第   規変     号      

※ 照 合 済 

年  月  日 

 

申請者印 

※ 許可に当たって付けた条件  

 別 紙 の と お り 
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許 可 を 受 け た 

宅 地 面 積        ㎡ 

変更申請をしている 

宅 地 面 積          ㎡ 

変
更
項
目 

□ 地盤 

□ 崖面 

□ 擁壁 

□ 排水施設 

□ その他 

変

更

内

容 

 

（注意） 

１ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を付け、か

つ、資格を有することを証明するに足る資料をこの申請書に添付してください。 

３ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

４ ８欄は、宅地造成に関する工事の計画の変更に伴い、他の法令による許可、認可等を要する場

合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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第 11 号様式（第 11 条第１項） 

(副)  宅地造成に関する工事の変更許可通知書 

 

 

※ 

変 

更 

許 

可 

通 

知 

欄 

   年  月  日に申請のありました宅地造成に関する工事の計画の変更（受

付番号第  規変     号）については、次の条件を付けて許可しましたので、

宅地造成等規制法第 12 条第３項において準用する同法第 10 条第２項の規定により通

知します。 

 

横浜市    指令第  規変    号 

         年   月   日   

横浜市長             印 

 

１ 許 可 条 件 別 紙 の と お り  

２ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

３ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
 

電話  （  ）     

５ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番  横浜市     区       

６ 宅 地 の 面 積  ㎡ 

７

工

事

の

概

要 

(1) 

 

切土又は盛土をする  

土 地 の 面 積 
㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量  
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  ｍ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  ㎝ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(5) 崖 面 の 保 護 の 方 法 
 

 

(6) 
工 事 中 の 危 害 防 止  

の た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置  
 

 

８ 
宅地造成の元許可年月日 

及 び 許 可 番 号  
年   月   日  第   規     号 

９ そ の 他 必 要 な 事 項 
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（注意） 

１ ４欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

２ ９欄は、宅地造成に関する工事の計画の変更に伴い、他の法令による許可、認可等を要する場合に

おいてのみ、その許可、認可等の手続きの状況を記入してください。 

 

宅地造成に関する工事の変更許可通知書に関する教示について 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、横浜市（代表者 横浜市長）に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、横浜市（代表者 横浜市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ 上記１及び２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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第６号様式(第７条第１項) 

(正)   宅地造成に関する工事の協議申出書 

年  月  日 

（申出先） 

横浜市長 

                 申出者 住 所 

                     氏 名                

                     （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

宅地造成等規制法第11条の規定による協議を申し出ます。 

１ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

２ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

５ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

６

工

事

の

概

要 

(1) 
切土又は盛土をする  

土 地 の 面 積  
㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量 
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  ｍ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  ㎝ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(5) 崖 面 の 保 護 の 方 法 
 

 

(6) 
工事中の危害防止の

た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置 
 

 

(8) 工事着手予定年月日      年  月  日（協議成立の日から    日以内） 

(9) 工事完了予定年月日      年  月  日（協議成立の日から   箇月以内） 

(10) 工 程 の 概 要 
 

 

７ そ の 他 必 要 な 措 置 
 

 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 ※ 協議成立番号欄 

     年 月 日 

第   規      号      

※ 照合済 

年 月 日 

申出者印 

※ 協議成立に当たって付けた条件   

別 紙 の と お り  
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（注意） 

１ ※印の欄は、記入しないでください。 

２ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を付け、かつ、

資格を有することを証明するに足る資料をこの申出書に添付してください。 

３ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

４ ７欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場

合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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第６号様式（第７条） 

(副)   宅地造成に関する工事の同意通知書 

 

※ 

同 

意 

通 

知 

欄 

   年  月  日に申出のありました宅地造成に関する工事（受付番号第 

  規     号）については、次の条件を付けて同意しましたので通知します。 

 

協議成立番号   第  規    号 

        年   月   日   

横浜市長             印 

 

１ 同 意 条 件 別 紙 の と お り  

２ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

３ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

５ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

６ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

７

工

事

の

概

要 

(1) 
切土又は盛土をする

土 地 の 面 積  ㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量 
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  ｍ ｍ 

□ 別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  ㎝ ｍ 

□ 別 紙 の と お り  

(5) 崖面の保護の方法 
 

 

(6) 
工事中の危害防止の

た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置 
 

 

(8) 工事着手予定年月日      年  月  日（協議成立の日から    日以内） 

(9) 工事完了予定年月日      年  月  日（協議成立の日から   箇月以内） 

(10) 工 程 の 概 要 
 

 

８ そ の 他 必 要 な 措 置 
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（注意） 

１ ４欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

２ ８欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合

においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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第 14 号様式(第 14 条第１項) 

(正)  宅地造成に関する工事の変更協議申出書 

年  月  日 

（申出先） 

横浜市長 

                 申請者 住 所   

                     氏 名                

                     （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

宅地造成等規制法第12条第３項において準用する同法第11条の規定による変更の協議を

申し出ます。 

 

１ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

２ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

５ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

６

工

事

の

概

要 

(1) 
切土又は盛土をする

土 地 の 面 積  
㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量 
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  ｍ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  ㎝ ｍ 

□  別 紙 の と お り  

(5) 崖
がけ

面の保護の方法 
 

 

(6) 
工事中の危害防止の

た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置 
 

 

７ そ の 他 必 要 な 措 置 
 

 

※ 受 付 欄 

 

※ 決 裁 欄 ※ 協議成立番号欄 

     年  月  日 

第  規変   号      

※照合済 

年 月 日 

申出者印 

※ 協議成立に当たって付けた条件  

別 紙 の と お り  
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同 意 を 受 け た 

宅 地 面 積        ㎡ 

変更申出をしている 

宅 地 面 積          ㎡ 

変
更
項
目 

□ 地盤 

□ 崖面 

□ 擁壁 

□ 排水施設 

□ その他 

変

更

内

容 

 

（注意） 

１ ※印のある欄は、記入しないでください。 

２ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、〇印を付け、かつ、

資格を有することを証明するに足る資料をこの申出書に添付してください。 

３ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

４ ７欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合

においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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第14号様式(第14条第1項) 

(副)  宅地造成に関する工事の変更同意通知書 

 

※ 

変 

更 

同 

意 

通 

知 

欄 

   年  月  日に申出のありました宅地造成に関する工事の計画の変更（受

付番号第  規変     号）については、次の条件を付けて同意しましたので通

知します。 

 

協議成立番号   第  規変    号 

        年   月   日   

横浜市長             印 

 

１ 同 意 条 件 別 紙 の と お り  

２ 造 成 主 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

３ 設 計 者 住 所 氏 名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

電話  （  ）     

５ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 横浜市    区 

６ 宅 地 の 面 積 ㎡ 

７

工

事

の

概

要 

(1) 
切土又は盛土をする

土 地 の 面 積  ㎡ 

(2) 切土又は盛土の土量 
切 土 ㎥ 

盛 土 ㎥ 

(3) 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

    ｍ ｍ 

□ 別 紙 の と お り  

(4) 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

    ㎝ ｍ 

□ 別 紙 の と お り  

(5) 崖面の保護の方法 
 

 

(6) 
工事中の危害防止の

た め の 措 置  

 

 

(7) そ の 他 の 措 置 
 

 

８ そ の 他 必 要 な 措 置 
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（注意） 

１ ４欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

２ ８欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する

場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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図  書  目  次 

（注）１ 不用な図書の名称は抹消してください。 

２ 提出する図書に図書番号を付してください。 

３ その他の図書について記載するときは、空欄を利用してください。 

 

図 書 

番 号 
枚 数 図 書 の 名 称 備 考 

１  図 書 目 次  

２  位 置 図  

３  現 況 図  

４  造 成 計 画 平 面 図  

５  造 成 計 画 断 面 図  

６  排 水 施 設 計 画 平 面 図  

７  崖 の 断 面 図  

８  擁 壁 の 配 置 図  

９  擁 壁 の 展 開 図  

10  擁 壁 の 構 造 図  

11  排 水 施 設 の 構 造 図  

12  求 積 図  

13  公 図 の 写 し  

  
その他必要な図書 

地 盤 調 査 報 告 書 
 

  
その他必要な図書 

擁 壁 の 構 造 計 算 書 
 

  
その他必要な図書 

防 災 計 画 書 
 

  
その他必要な図書 

土 砂 の 搬 出 入 関 係 資 料 
 

  
その他必要な図書 

  

  
その他必要な図書 

  

  
その他必要な図書 

  

  
その他必要な図書 
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第６号様式の２（第８条） 

 

宅地造成に関する工事の着手届 
年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

造成主 住 所                   

氏 名                   

                                        （法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電 話    （    ）         

横浜市宅地造成等規制法施行細則第８条の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 番 号 第    規           号 

許 可 年 月 日           年     月     日 

宅地の所在及び地番      区 

工事施行者の住所・氏名 

電話 

着 手 予 定 年 月 日           年     月     日 

完 了 予 定 年 月 日           年     月     日 

現場管理者の住所・氏名 

電話 
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別記様式第三（第 27 条） 

 

宅地造成に関する工事の完了検査申請書 
  年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

造成主 住 所  

氏 名            

(法人の場合は、名称・代表者の氏名) 

電 話   （   ） 

宅地造成等規制法第 13 条第１項の規定による検査を申請します。 

１ 工事完了年月日 年      月      日 

２ 許 可 番 号  第    規            号 

３ 許 可 年 月 日 年      月      日 

４ 
工事をした土地 

の所在及び地番       区 

５ 
工 事 施 行 者 

住 所 ・ 氏 名 

 

６ 備 考 

 

（注意）案内図及び造成計画平面図を添付してください。 
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第８号様式（第 10 条第 1項） 

 

宅地造成に関する工事の一部完了検査申請書 
年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

造成主 住 所               

 氏 名               

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電 話   （   ）       

横浜市宅地造成等規制法施行細則第 10 条第 1項の規定による検査を申請します。 

１ 工事の一部完了年月日 年      月      日 

２ 許 可 番 号  第    規            号 

３ 許 可 年 月 日  年      月      日 

４ 
工事をした土地の 

所 在 及 び 地 番  
      区 

５ 
工事をした宅地の 

面 積 

全 体 の 面 積 ㎡ 

今 回 完 了 し た 

工 区 名 ・ 面 積 
第    工区           ㎡ 

６ 
工 事 施 行 者 の  

住 所 ・ 氏 名  

 

（注意）１ 案内図及び造成計画平面図を添付してください。 

    ２ 一部完了検査申請箇所図を添付してください。 
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宅地造成に関する工事の報告書 
  年  月  日 

(報告先) 

横浜市長 

報告者 住 所               

 氏 名               

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電 話   （   ）       

上記の宅地造成に関する工事が許可の通り完成しましたので、次の資料を添付し報告し

ます。 

１ 工事完了年月日 年      月      日 

２ 許 可 番 号 第    規            号 

３ 許 可 年 月 日 年      月      日 

４ 
工事をした土地 

の所在及び地番        区 

５ 
工 事 施 行 者 

住 所 ・ 氏 名 

 

６ 工事の施工期間 
(1) 着手      年   月   日 

(2) 完了      年   月   日 

７ 提 出 資 料 

(1) 写真の撮影箇所を明示した造成計画平面図 

(2) 施行の状況を撮影した写真アルバム（Ａ４判） 

(3) その他 

６ 備 考 
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第 13 号様式（第 13 条） 

 

宅地造成に関する工事の変更届出書 
年  月  日  

（届出先） 

横浜市長 

造成主 住 所               

 氏 名               

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電 話   （   ）       

宅地造成等規制法第 12 条第２項の規定に基づき、宅地造成に関する工事の変更について、

次のとおり届け出ます。 

許 可 

協議成立 
番 号 第      規           号 

許 可 

協議成立 
年 月 日 年     月     日 

宅 地 の 所 在 

及 び 地 番     区 

変 更 に 係 る 事 項 変  更  前 変  更  後 

１ 造成主 

２ 設計者 

３ 工事施工者 

の 住 所 

及び氏名 
  

４ 工事の着手予定年月日 

５ 工事の完了予定年月日 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 処 理 欄  

 

（注意）１ ※印のある欄は、記載しないでください。 

   ２ 造成主の名義変更の場合の届出者は、旧造成主です。 
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第４号様式（第５条） 

 

宅地造成に関する工事の廃止届 
年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

造成主 住 所               

 氏 名               

（法人の場合は、名称・代表者の氏名） 

電 話   （   ）       

横浜市宅地造成等規制法施行細則第５条の規定により次のとおり届け出ます。 

１ 
許 可 番 号 及 び 

許 可 年 月 日 

第     規            号 

年      月       日 

２ 
宅 地 の 所 在 

及 び 地 番      区 

３ 廃 止 の 理 由  

４ 
廃 止 時 の 

工 事 状 況 
 

※ 経 由 ※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄 

   

（注意） １ ※印のある欄は、記載しないでください。 

２ 許可通知書を御持参ください。 
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宅地造成に関する工事の許可申請の取下届 
  年  月  日 

(届出先) 

 横浜市長 

造成主 住 所  

氏 名             

(法人の場合は、名称・代表者の氏名) 

電 話   （   ） 

宅地造成に関する工事の許可申請を取り下げますので、次のとおり届け出ます。 

１ 受 付 番 号 第    規            号 

２ 受 付 年 月 日 年      月      日 

３ 
宅 地 の 所 在 

及 び 地 番        区 

４ 取下げの理由 

 

※ 受 付 処 理 欄 

 

（注意）※印の欄は、記入しないでください。 
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造成工事に関する事前協議願 

 

（注意） ※印には記入しないでください。 

  

（申出先） 

横 浜 市 長                                年  月  日 

 

申出者 住 所 

氏 名             

（法人の場合は名称・代表者の氏名） 

電 話   （   ）      

１ 申出者の住所及び氏名 
 

電話  （  ）     

２ 設計者の住所及び氏名 
(申告番号)        

電話  （  ）     

３ 申出区域の所在及び地番 横浜市    区 

４ 申 出 区 域 の 面 積 ㎡ 

５ 

工

事 

の 

概

要 

イ 
切土又は盛土を 

する土地の面積 
㎡ 

ロ 
切土又は盛土を 

す る 土 量 
切 土 ㎥ 盛 土 ㎥ 

ハ 擁 壁 

構 造 高 さ 延 長 

 ｍ ｍ 

□  別 紙 の と お り 

ニ 排 水 施 設 

種 類 内 法 寸 法 延 長 

 ㎝ ｍ 

□  別 紙 の と お り 

ホ 崖 面 の 保 護 方 法 
 

 

６ そ の 他 必 要 な 事 項 
 

 

※

処

理

欄 

事前協議成立 

 

 

 

年  月  日 

※

決

裁

欄 

課 長 係 長 担 当 者 ※

受

付

欄 

 

   

添 付 図 書（添付順） 

１ 位置図 ７ 擁壁の配置図 （その他必要な図書） 

２ 現況図 ８ 擁壁の展開図 ・地盤調査報告書 

３ 造成計画平面図 ９ 擁壁の構造図 ・擁壁の構造計算書 

４ 造成計画断面図 10 排水施設の構造図 ・土量計算書 

５ 排水施設計画平面図 11 求積図 ・防災計画書 

６ 崖の断面図 12 公図の写し など 
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実 務 従 事 証 明 書 

 

年  月  日 

 (提出先) 

 横浜市長            

 

勤務先 住 所 

法人名 

代表者                  

 

 次の者は、宅地造成等規制法施行令第17条に定める土木又は建築の技術に関して、実

務に従事していたことを証明します。 

 

  設計資格の申告者の氏名等 

 

        氏  名 

 

                                 生年月日      年   月   日生 

 

  実務経歴 

    期  間（    年  月  日から    年  月  日） 

職務内容                               

                               

                               

  従事していた主な設計内容 

        宅地造成事業名   場 所           面 積（㎡）      
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